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国立大学法人豊橋技術科学大学事業報告書

「Ⅰ はじめに」

豊橋技術科学大学は，実践的，創造的，かつ指導的技術者の養成という社会的要請に応えるため，

実践的な技術の開発を主眼とした大学院に重点を置いた教育・研究を行う新構想大学として，昭和

51年10月に開学した。本学では，工学部と大学院工学研究科（修士課程及び博士後期課程）のほか，

エレクトロニクス先端融合研究所（EIIRIS）を設置（平成22年10月）している。

本学の目指す“技術科学”とは，技術の背後にある科学を追及し，その上に立ってより高度な技

術を開拓する学問である。

教育面では，技術革新の時代に求められる高度な技術開発能力，研究能力を備えた人材を養成す

る大学院教育に重点をおき，技術開発の基礎となる学問体系や理論をしっかりと身につけた上で，

先端的な技術開発研究に携わる教育・訓練を行っている。

研究面では，エネルギー，環境，食糧問題など世界が直面する困難な課題に挑戦している。すで

に，エネルギー変換効率のよい機械・装置の開発，独創的な機能集積化知能デバイスの開発，新し

い概念のコンピューター開発，農業へのIT技術の応用など先端的な分野融合研究を進めている。

一方，産業界や地域社会へ向けて産学連携推進本部を設置し，企業・自治体との共同研究，社会

人教育，中学・高校への出前授業など産業界や地域と一体となって発展することを目指している。

本学は，これまでの伝統と実績を踏まえつつ更なる発展を期し，医学・医療，農学，環境科学な

どとの境界・融合領域への挑戦を続ける方針である。

平成25年度は，ミッションの再定義により，本学の強み，特色，社会的役割を再認識し，大学改

革加速期間及び第3期中期目標期間に向けて教育・研究・運営の質を更に高めていく事業年度とな

った。

教育面では，平成22年度に再編した学部・大学院博士前期課程の学年進行が終了したことを踏ま

え，教育課程及び組織の検証，見直しを行いつつ，国立大学改革強化推進事業による海外教育拠点

(マレーシア・ペナン校)設置により，競争の激しいグローバル化社会の中で，産業界・社会が求め

る創造的・先導的・実践的技術者を育成するため，これまでの国立大学にはなかった新しい発想に

よる教育に着手した。また，博士課程教育リーディングプログラムによる『超大規模脳情報を高度

に技術するブレイン情報アーキテクト』の育成を開始した。

研究面では，研究大学強化促進事業による『課題を解決することを目標としたこれまでの課題解

決型工学から，新しい価値を創造することを理念とした価値創造型工学に進化した異分野融合イノ

ベーション研究を推進する拠点』を形成する支援体制・環境整備が整った。

また，学生及び教職員の要望を反映した講義棟及び福利施設の大規模改修並びに学生宿舎トイレ

等の改修を行うなど，施設の快適性，安全性といった観点からの環境整備を実施した年となった。

重点的に取り組んだ業務の実施状況については，次のとおりである。

１ 業務運営の改善及び効率化に関する取組状況

［大学運営］

（１）組織評価及び内部監査を通じて，管理運営体制の自己点検を行い，その結果，国際関係組

織の見直しを行い中期計画の一部変更を行うとともに，引き続き，学長を補佐する理事・副学

長，学長補佐を，学長が特に必要と認めた事業等に関して重点的に取り組むために設置した本部，

室，又は核となる委員会の委員長若しくは副委員長に配置することよって，学長の意思が反映できる

体制維持しつつ，平成26年度に向けて学長補佐体制の一部の見直しを図った。

（２）経営協議会での意見及び反映状況について，公式ホームページで公開するとともに，大学

運営会議，教育研究評議会で報告した。また，有識者によるアドバイザー会議，ステークホル

ダー等の保護者懇談会，報道機関との懇談会を継続的に開催するとともに，平成25年度から新

たに毎月開催の定例記者会見を開催し，意見集約体制の見直し，整備を図った。

［教育研究組織］

（１）平成22年度に再編した学部及び博士前期課程学生について，順調に学年進行を完了した。

平成24年度に再編した博士課程後期課程については，順調に学年進行している。また，再編

後の検証のため課程・専攻等を総括する系，総合教育院（教員組織）の組織評価を行い，評価

結果報告書を公式ホームページにて公表し，全学的に検討が必要な事項について改善に努めた。



- 2 -

［人事システム］

（１）優れた教員を確保するため，テニュアトラック制度の中間審査で優秀な評価をされた者を

即常勤職員として採用を行った。また，労働契約法の特例による教員の任期について再検討を

行った。さらに，多様性の観点から年俸制の導入について検討を行い，特定職員就業規則を制

定し，新たな年俸制を導入することとした。大学独自のテニュアトラック制度においては，配

置計画を策定し，国際公募を実施した。

（２）人事評価結果と勤勉手当，特別昇給の連動状況を検証し，平成25年度はS，A，B，C，Dの

業績評価のうち，全体評価においてC以下の職員については優秀者として推薦不可とし，勤勉

手当等に反映させないことを明確化した。また，特別昇給に連動させるため行動・能力評価の

評価期間を4月～9月，10月～3月の2期間から10月～9月の1期間に見直しを行った。

（３）平成24年度の業績をベースに，平成25年度に研究面，教育面等で優れた者等に対して報奨

する報奨制度を試行し，研究面（5人と1グループ），教育面（3名）の優れた者の報奨を実施

するとともに，平成26年度は報奨制度の内容を見直しつつ，継続することを決定した。

［事務改革］

（１）「事務改革アクションプラン2013」を実行するとともに，実行計画の進捗状況の報告を行

った。なお，平成24年度実施完了分の実行計画については，評価者による取組状況の検証を行

い，検証結果を大学公式ホームページにて公表した。また，次年度に向けて「事務改革アクシ

ョンプラン2014」を策定し，同様に公表した。

（２）昨年度から継続として，事務部門の連携や共同処理による事務の効率化・省力化等を目的

とした東海地区の8国立大学法人による事務連携を実施し，実施事項として定めた各事項のワ

ーキング・グループにおいて具体の実施方法等を検討し，連携可能な事項について，平成24年

度に引き続き順次実施した。

２ 財務内容の改善に関する取組状況

［自己資金の安定確保］

（１）年度前半は，研究戦略室をおいて，競争的資金に関する情報を研究戦略ニュース・メール

・ホームページで提供するとともに，科学研究費補助金・外部資金説明会の開催，科研費アド

バイザーによる指導等，外部資金獲得に向けた取組について改善策を検討した。年度後半には

研究大学強化促進事業の採択を受け，従来の産学連携本部，研究戦略室及び技術支援に係る組

織・機能を発展的に整理・統合して「研究推進アドミニストレーションセンター(RAC)」を設

置し，外部資金獲得のため，リサーチ・アドミニストレーター(URA)等による競争的資金等に

関する情報収集，分析し，具体の施策の検討を開始した。

［人件費の改革］

（１）教育職員については，人事委員会において，教員組織の長である系長等との人事関係ヒア

リングを実施し，必要な人事を行うとともに，平成22年度に制定した「教員の人事管理・人事

計画について」（教員が所属する組織の教員数（コア教員数等）及び学長戦略枠の取扱い）を

見直した。一般職員については，他機関との人事交流を積極的に行った。また，本学独自で実

施してきた早期退職制度を文部科学省の制度に移行させ人件費改革に努めた。

［管理的経費の抑制］

（１）物品の再利用の促進及び複写機，電力等の契約方法の見直しを行うことにより，経費の削

減を行うとともに，平成24年度より実施している東海地区大学事務連携ネットワークによるＰ

ＰＣ用紙の共同購入により，契約単価の大幅減（A4単価で導入前と比較し821.1円減 1,890円

→1,068.9円）を実現した。また，執行状況及び執行見込調査を実施し，詳細を把握しつつ，

学内補正予算策定時に反映するなど，管理的経費の支出予算の見直しを行った。

（２）水道料金経費削減の方策として，民間業者と10年間の「地下水浄化サービス事業」の請負

契約を平成24年度に締結した。これにより，初期投資をかけずにシステムを導入し，水道料金

の削減（導入以前と比較し年間約9百万円減）を達成した。

［資産の活用］

（１）「平成25年度における余裕金の運用方針について」を決定し，安全性，流動性を十分確保
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しつつ金融情勢・経済情勢に対応した資金運用を行うこととした。平成25年度より，東海地区

大学事務連携ネットワークにより，東海地区8大学で共同運用を開始し，本学単独で資金運用

をする場合と比較し，運用総額が大きくなることからスケールメリットが生まれ，高い金利に

よる運用により，運用益は昨年度の2倍以上となった。

３ 自己点検・評価及び情報提供に関する取組状況

（１）教育職員及び一般職員の個人評価を実施し，評価結果を処遇に反映した。加えて，教育職

員のモチベーション向上及び一層のレベルアップを図るため，個人評価の元となる各種業績デ

ータ統計を職位別で学内公表を実施した。

（２）各組織等にて自己点検評価を実施し，評価結果を取りまとめた評価結果報告書の公表を行

った。また，全学的な検討が必要な事項については，各担当部局に検討状況を確認し，検討が

必要な事項の改善に努めた。

（３）平成24事業年度に係る業務の実績に関する評価結果の提示があり，全4項目とも「中期計

画の達成に向けて順調に進んでいる」（5段階中の4段階目）との結果であった。なお，改善事

項などの指摘は特になかった。

（４）大学機関別認証で指摘のあった，「大学院の成績評価等の客観性，厳格性を担保するため

の組織的な措置」について，各学期における全学生の成績取得状況確認，それによる履修指導，

学習支援が必要な学生の把握等を教務委員会で実施するとともに，大学院博士前期課程におけ

る成績評価方法を検討し，成績評価を教務委員会で実施した。また，成績評価に関する異議申

し立て制度を次年度に検討，整備することを教務委員会で決定し，指摘事項の改善に努めた。

［情報の公開と発信及び広報活動］

（１）大学案内等刊行物に関し，受け手のニーズに沿った内容にするため，見直しを行い，効果

的な情報発信に努めた。また，情報発信の強化のため，受け手の閲覧環境に配慮した大学公式

ウェブサイトのデザイン等のリニューアルに向けた対応を行った。さらに，魅力的な情報発信，

広く大学の認知度・好感度を高めるため，国立大学では例を見ない顧問デザイナー契約を締結

し，オリジナルエコバックの作成及び施設環境デザインの実施等を行った。

（２）危機管理マニュアル等，危機管理に関する情報のホームページでの周知状況について把握

・検証を行い，危機管理に関するよりわかりやすい情報発信の強化のため，分散していた当該

情報を集約してホームページに掲載し，学内構成員に周知するとともに，危機管理時における

現行の広報体制を確認し，見直した。

４ その他の業務運営に関する重要事項に関する取組状況

［施設設備の整備・活用］

（１）省エネ対策として，タイマー制御による自動停止運転を実施し，空調運転の効率化を図る

等，大学全体による対策を実施した。施設のバリアフリー化は，施設等の状況確認と，学生教

職員からの要望をふまえ，優先順位を再度検討し，計画の見直しを行った。新たな整備手法に

よる施設整備に関しては，学生宿舎を想定した事業化の可能性について検討を行った。また，

自己財源により，福利施設の改修を行い学生生活環境や教職員の職場環境の改善を図った。

（２）改修工事について，改修内容ごとに期待される効果（省エネ，安全，研究環境等）を反映

した事業選定手法を策定することにより，費用対効果を勘案した事業選定を行った。また，設

備の機種選定に関しては，イニシャルコスト，ランニングコストを考慮した事業選定手法を策

定し，最も経済的な機種選定を行う仕組みを構築した。

（３）施設マネジメントの基本方針に基づく，施設の点検評価システムによる共用スペースは今

年度は2,054㎡であった。うち，736㎡を施設整備費補助金事業で実施したA棟・D棟・E4棟改修

における工事期間中の代替スペースとして活用することで，教育・研究環境改善に寄与した。

（４）スペースの再配分について，施設調整会議を開催するなど，半年程度の時間をかけて各系

等の意見調整を行ったことにより，B棟－405，C3棟－306等の再配分を実現した。

（５）施設利用将来計画の策定と推進を図るため，本学の施設マネジメントの基本となる「施設

マネジメントの基本方針について」を改正した。併せて，教育・研究組織の再編に対応した施

設配置についての将来計画を策定し，教授会等へ報告を行い共用スペースの拡充やスペースの

再配分，集約に関してその方向性を示した。
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［安全管理］

（１）平成25年度当初に医師免許を有する者を教授職として任用し，産業医資格を取得させた。

その者を安全衛生管理推進本部，安全衛生委員会構成員とし，体制を強化した。平成25年度半

ばに，安全衛生管理推進本部に係る体制を含む業務実績等の自己組織評価を実施し，評価を受

け，今後の課題を確認し，改善に取り組んだ。

（２）研究室の危険予知・リスク管理の手法として，特に大型研究設備を使用する機会が多い機

械工学系，建築・都市システム学系を対象とした「リスク・アセスメント講習会」を実施した。

また，粉じんを扱う研究室を対象に「粉じん特別教育」を実施するとともに，「高圧ガス保安

講習会」，「産業医による衛生教育」，「新たに雇用した職員への安全教育」を実施した。さ

らに，遺伝子組換え生物等実験及び動物実験の教育訓練を，各研究室個別に行うものに加え，

大学全体でも一括して行うこととした。このように教職員・学生の安全教育を計画的に実施し，

構成員の安全意識の高揚に努めた。

（３）学生相談コーディネーターの配置，産業医資格を有する教員と外部委嘱の産業医・学校医

・保健顧問医の連携・分担について検討を行い，常時健康相談ができる体制を整備した。また，

平成26年度に体育・保健センターを発展的に改組し，健康支援センターとして発足させること

を決定し，学生・教職員の健康支援体制を強化することとした。

（４）メンタルヘルス対策の一環として長時間労働者に対する健康障害防止のために産業医が行

う面接指導の実施要項を作成し，平成26年度から実施することとした。

［法令遵守］

（１）職員連絡会及び研修を通じて，公的研究費の不正防止，個人情報の適切な管理等について，

教職員に対し説明し，注意喚起を行った。また，他大学のコンプライアンスに関する規則，フ

ロー図等を調査し，本学の規定等の不備等について検証したところ，特段，不備は見られない

ことから，現行の体制でコンプライアンス遵守を推進することとした。

（２）内部監査規程に基づき，年次監査（業務監査及び会計監査）を実施するとともに，財務会

計に係る定期監査，臨時監査を行った。また，定期的に開催している職員連絡会及び新規教職

員研修において，「研究費の不適切な経理」，「教員個人宛て寄附金の個人経理」及び「個人

情報の不適切な管理」等を未然に防ぐため，コンプライアンス遵守に向けた取組を進めるよう

注意喚起した。

（３）公的研究費の不正防止計画の検証を行い，当該結果に基づき平成26年度の計画を策定した。

また，「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」に基づいて

作成された「体制整備等自己評価チェックリスト」により，本学の公的研究費の管理・監査の

体制整備状況を確認した。これにより体制が適正であるか検証を行った。さらに，競争的資金

等運営・管理推進会議に外部有識者の意見を反映させる仕組みを検討し，平成25年度から研究

公正アドバイザーとして，学外からの意見を取り入れる仕組みを試行した。

（４）教員採用研修時に，理事・副学長が研究者の行動規範，研究公正規程をもとに，研究活動

の不正行為について，説明を継続的に実施した。なお，本学では今まで1件も研究活動におけ

る不正行為は発生していない。

（５）インシデント発生時に原因追跡を行うためのファイアウォールログの収集・分析環境を整

備するとともに，今後必要なセキュリティ対策について検討した。また，情報セキュリティに

関する小テスト及び情報セキュリティポリシー自己点検を実施し，ネットワークセキュリティ

対策の確認と注意喚起を行った。

５ 教育研究等の質の向上の状況

［教育内容，教育への成果等］

（１）将来のリーダーとなる優秀な学生を確保する特別推薦入試で合格した学部4年次生（平成

24年度入学）を対象に，現状調査を実施し，その結果をもとに，特別推薦入試による学生と他

の入試による学生との比較をし，特別推薦に相応しい学生が確保されているか等について，検

証・検討を開始した。

（２）平成22年度に再編した学部（工学部)，大学院（工学研究科博士前期課程）の教育課程等

について検証，見直しを行い，教養教育と専門教育の連携，学部・博士前期課程の一貫性を踏

まえつつ，平成26年度の教育カリキュラムに反映すること等を決定した。主な内容は次のとお

り。
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履修上限人数の設定，外国語科目に係る卒業要件の見直し，学力補強科目の履修（学部1，2

年次生の物理学基礎，化学基礎），学部3年次編入者の英語特別演習（TOEIC350点未満），学

部2年次生のプロジェクト研究（高等専門学校の卒業研究に相当する科目）の充実，大学院科

目の先行履修制度 等

また，卒業研究の実施・評価方法を教務委員会で検証するとともに，修士論文の成績評価方

法等の判定会議議事録を作成し，教務委員会で検証・改善することを決定した。

（３）教育制度委員会において，大学院博士前期課程の教育の質確保の試行として，大学機関別

認証評価の評価項目等を利用して行った環境・生命工学専攻の自己評価を検証した。

（４）博士課程前期・後期課程の連続性を踏まえた教育内容，グローバル化に対応した人材育成

・イノベーション人材の育成推進を図るため，採択された博士課程教育リーディングプログラ

ムの教育カリキュラムを検討し，ブレイン情報アーキテクト教育プログラムとして平成26年度

から実施することを決定した。

（５）国立大学改革強化推進事業において，本学が主導するグローバル指向人材育成事業を実施

するための第一弾として，海外教育拠点(マレーシア・ペナン校)を設置し，学部4年次生を企

業へ派遣し，実務訓練（正課：インターンシップ）を履修させ，アンケートを実施し，学部4

年次生から引き続き博士前期課程1年次生の長期実務訓練の実施について検討を開始した。ま

た，ニューヨーク州立大学クイーンズ校と協力して教員グローバルFDを開始した。

（６）大学院博士後期課程1年次生を対象に，社会環境即応型技術リーダーを養成するため，MOT

人材育成コースを設け，本プログラム選択学生は10月以降に企業での実習を行った。

（７）高等専門学校修了生及びその指導教員からアンケートを実施し，専攻科からの入学生の学

習理解度を向上させるため，入学後にゼミで個別に課題を与えるなどの方策を実施した。

（８）外国人留学生に対する教育制度を改善するため，前年度に確認した再編後の学部・大学院

博士課程の履修基準に基づき，自課程，自専攻科目及び他課程・他専攻科目の履修基準，卒業

・修了要件単位数の取扱いを国際プログラム（旧英語特別コース）及びツイニング・プログラ

ムの履修基準，教育カリキュラムに反映した。

（９）博士前期課程機械工学専攻とドイツ・シュトゥットガルト大学とのダブルディグリー・プ

ログラム制度実施のための協定を締結するとともに，相互派遣・受入れのための教育制度等を

双方の大学において検討・整備し，平成26年度からの教育カリキュラムに反映することを決定

した。また，本学学生を派遣するための募集・選考を行い，派遣候補者３名を決定した。

（10）社会人学生に関する有効な教育教材として，大学院博士後期課程の授業科目「複合領域研

究特論」に，ｅ-ラーニング教材を活用し社会人教育の充実を図ることを決定した。

［実施体制］

（１）課程，専攻の教育を総括する系，総合教育院（教員組織）ごとに，学部・大学院を再編し

た中で，教育・研究，組織運営について自己評価を行い，平成25年度当初に，その自己評価に

ついて，大学点検・評価委員会において達成状況の評価を行った。

（２）学部・大学院再編後の検証・見直しを行うため，平成24年度に設置した教養教育の在り方

WG，専門教育の見直しWGにおいて，引き続き，連携し，教育課程の体系化，組織的教育，教育

内容・方法の具体的な検討を行った。

（３）引き続き，分野横断の教育に対応できるよう，他系等の教員が兼務し，卒業研究，修士研

究，博士研究の指導を実施した。

（４）教員個人評価の教育領域の評価及び授業評価アンケートで評価の高い教員に与えられる，

教育特別貢献賞（報奨）を受賞した教員が実施する講義を，全教員に公開し教育改善を図った。

また，この参加者からの報告を，講義を行った教員に伝えることで，フィードバックを行った。

６ 学生支援の充実に関する取組状況

（１）在学生による新入生向けオリエンテーションを継続して行い，学部1年次生向けには，大

学生活になじむことと仲間作りをテーマとした学内キャンパスツアーを実施した。また，新入

生（留学生及び日本人学生）の履修に関する不安を解消するため，各課程・専攻在学生ピアサ

ポーターを配置し，履修相談会を企画・実施した。

（２）在学生の総部会定例会，クラス代表者会議におけるアンケートや学生宿舎フロアーリーダ

ーとの懇談会などから，要望のあった老朽化した施設（福利施設等）・設備（学生宿舎トイレ

等）の改修・整備を実施し，快適性，安全性の向上に努めた。また，長年にわたって学生等か
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ら要望のあった福利施設の改修と講義棟等の福利厚生事業の計画を立案し，半年間かけて，同

福利厚生事業の計画を実施した。

（３）学生相談連絡会を定期的に開催し，学生相談上の問題点を共有した。特に，不登校学生に

ついては実例を分析し，主なパターンごとの対応方法を整理した。

（４）学生の能力向上に資する教育的支援制度の再構築の一環として，英語によるコミュニケー

ション及びプレゼンテーション能力向上のための海外研修を初めて実施した。

（５）東日本大震災被災者を対象として，罹災証明に基づいて認定手続きを行い，当該者全員に

対して入学料及び前期・後期それぞれの授業料を全額免除した。

（６）障がいのある学生への支援として，高専連携室・学生支援室等が連携し，入学前からの情

報をもとに関係部署との情報共有を図り，学生への支援（宿舎，履修関係，生活相談等）を行

った。また，大学の求人情報システムに障がい者雇用の項目を追加設定，キャリア情報室には

障がいのある学生の就職情報に関する冊子等を設置し，情報提供を行った。

（７）キャリア情報室に求人情報，インターンシップ案内等の資料，就職活動に関する参考図書

を設置し，最新の就職情報を提供した。また，定期的にキャリア情報室でカウンセラーによる

相談を行った。

７ 研究活動の推進に関する取組状況

［研究水準，研究成果等］

（１）エレクトロニクス先端融合研究所では，新材料であるグラフェンを核とした｢Toyohashi

Tech Graphene Research Group (TT-GRG)」の研究，次世代シークエンスの技術応用研究会及

び40件のプロジェクトを実施し，異分野融合研究を推進，醸成するとともに，国際会議等によ

り社会への研究成果の還元を行った。先端農業・バイオリサーチセンターでは，産官民との連

携によるシンポジウム，人材養成事業の実施及び植物工場の公開を実施するとともに，植物工

場関連の研究を推進した。さらに，シンポジウム等における参加者からの意見等を踏まえ，今

後の研究成果社会還元方法を検討した。

（２）若手研究者や大学院生の育成について，テーラーメイド・バトンゾーン教育プログラムや

大学院MOT人材育成コースを実施し，企業的センスを身につけた，高度研究開発とリーダー型

技術者の育成を行った。

（３）次世代シミュレーション技術者教育プログラムを推進するため，講演会・講習会・高専連

携教材開発等を実施した。

（４）福祉村病院，愛知県心身障害者コロニー発達障害研究所，豊橋創造大学等との連携協定・

連携事業等により，医工連携や農商工連携を推進した。また，文系大学等と連携し，文理融合

活動を推進した。

（５）社会問題等へ対応するためのプロジェクト「科学技術戦略推進費バイオマス・CO2・熱有

効利用拠点の構築」を推進した。

（６）人間・ロボット共生リサーチセンターにおいて，福島県立医科大学との共同研究を進め，

病院内回診業務支援ロボット「Terapio（テラピオ）」を開発した。

（７）東海圏の6大学（豊橋技術科学大学，岐阜大学，静岡大学，名古屋大学，名古屋工業大学，

三重大学）の防災関連研究センターの連携による東海圏減災研究コンソーシアムを設立し，安

全安心地域共創リサーチセンターを中心として，自然災害の軽減及び安全安心な地域社会の実

現を目指す研究等の推進を開始した。

［研究実施体制］

（１）研究大学強化促進事業の採択を受け，従来の産学連携推進本部，研究戦略室及び技術支援

に係る組織・機能を発展的に整理・統合して「研究推進アドミニストレーションセンター（RA

C)」を設置し，研究力強化を推進するための中核組織として，教員，リサーチ・アドミニスト

レーター（URA）やコーディネーターによる研究支援体制を強化した。

（２）補助金によるテニュアトラック制度を推進するとともに，大学独自のテニュアトラック制

度を整備した。

（３）学内競争的経費として，プロジェクト等推進経費及び教育研究活性化経費の募集・配分を

行い，教員の研究活動に対する評価に基づく研究資源配分を推進した。また，科学研究費補助

金の審査結果に基づき研究費を配分する「科学研究費獲得支援経費」及び日本学術振興会の特

別研究員の審査結果に基づき研究費を配分する「学生研究支援経費」を実施し，研究水準向上
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のための取組を推進した。さらに，外部資金の獲得金額を評価指標として，研究活動を対象と

した報奨制度を創設し，研究水準向上に向けてモチベーションを上げる方策を平成25年度に試

行し，平成26年度も実施することを決定した。

（４）東海iNET（大学等の地域イノベーション創出のためのネットワーク拠点），CES（自治体

及び産業界を含めた人員のネットワーク）及び地域金融機関とのネットワークを中心に，地域

の産学官民連携協力活動のハブとして活動を展開した。

（５）技術相談対応に注力し，共同研究等への展開の検討を積極的に推進した。これにより，共

同研究を初めとして20百万円超の外部資金を獲得した。

（６）国際的な共同研究の実施に必要な各種契約書雛形等の英訳を行った。また，顧問弁理士，

顧問弁護士を選定し，日常的に相談を行うことができる窓口を整備し，国際的共同研究の推進

を支援するための体制を構築した。

（７）「研究紹介」のデータを更新し，「研究紹介2013-2014」を発行した。この冊子を産学連

携に関する展示会等で配布し，本学の研究シーズ情報を発信した。また，継続して特許情報デ

ータベースを更新し，知財管理室と事務担当が共有することにより，特許情報の集中管理を行

った。さらに，データ管理の工数低減のために，知財リポジトリシステムを構築した。当該シ

ステムは，知的財産の戦略的な情報発信に利するため，データの一部を学内外に公開できるよ

う設計した。

８ 高専連携・社会連携・社会貢献，国際交流等の推進

［社会連携・社会貢献］

（１）社会連携推進本部を中心に，自治体，高校，小・中学校，地域の諸団体等と連携した技術

科学等に関連した事業，一般公開講座，市民向け生涯学習講座を引き続き実施するとともに，

稲沢市，春日井市等新たな自治体への市民向け生涯学習講座への講師派遣を実施した。

（２）社会連携推進本部を通じて，リサーチセンターの研究成果等の情報発信，共同研究等を推

進するとともに，新たに，飯田市との連携・協力協定の締結並びに東三河ビジョン協議会企画

委員会，同WG会議，三遠南信地域産学官人財育成円卓会議WG会議の構成員になるなど，地域社

会との連携を積極的に進めた。

（３）民間調査(日経グローカル)ではあるが，全国大学の地域貢献度ランキングに２年連続ベス

ト20にランク(平成25年度20位，平成24年度16位)された。

［国際化］

（１）国立大学改革強化推進事業を推進するため，海外教育拠点(マレーシア・ペナン校)を設置し，

同拠点を中心にマレーシア科学大学（USM）の協力を得て，海外実務訓練を実施した。また，

平成26年度度以降の実務訓練の拡充実施の調査・検討に着手するなど，重点的に交流を推進す

る拠点として活用し，連携を強化及び教員・研究者・学生の国際交流機会の増大を図った。ま

た，工学教育国際協力研究センター（ICCEED）と国際交流センター（CIR）を統合・再編し，3

センター（国際協力センター，国際交流センター，国際教育センター）から構成されるグロー

バル工学教育推進機構に再編し，充実・強化を図るとともに，産学連携推進本部等と連携して，

JICA集団研修「産学官連携による知的クラスタ振興のための人材養成」を実施した。

（２）大学生国際交流プログラムとサマープログラムを国際研修プログラム（派遣・受入）に再

編し，重点校であるバンドン工科大学（ITB），マレーシア工科大学（UTM）,ホーチミン市工

科大学（HCMUT）から国際研修プログラムの受入を実施した。

（３）私費留学生の獲得の方策として，マレーシア・日本高等教育プログラム(MJHEP)による学

生受け入れを開始した。

（４）事務職員における国際関係業務の人材育成として，事務職員実務英語研修を実施（7名）

し，海外教育拠点（マレーシア・ペナン校）への派遣等を実施した。

［高等専門学校との連携］

（１）高等専門学校と継続して，教員人事交流を実施（受入2名，派遣1名）するとともに，高等

専門学校本科生体験実習生の受入を行った。また，東海地区包括協定校との協議会を通じて連

携活動を推進し，本学若手教員による豊田高専視察を新たに実施し，教員間の相互理解を深め

た。また，東海地区5高専以外への包括協定締結を目指し，富山高専と継続して連携内容につ

いて協議した。



- 8 -

（２）国立大学改革強化推進事業により，本学及び高等専門学校教員を世界的な研究拠点，教育

拠点へ派遣する短期・中期グローバルFDを実施したほか，英語を用いた講義力向上のための長

期FDプログラムを開発・試行した。この長期FDプログラムに関して，平成26年度の受講者11名

（本学及び高専教員）を選定し，実施に向けたガイダンスを実施し，事業実施準備を進めた。

（３）高等専門学校と連携した教育研究プロジェクトの支援を継続的に行うとともに，本学と高

等専門学校との共同による外部資金プロジェクト獲得を支援する発展的プロジェクト支援を実

施し，外部資金の獲得に発展した課題が1件あった。

（４）本学教員と高等専門学校教員との研究交流の場を支援するグループ研究支援制度により，

「遠隔地制御に関する研究会」，「高専-TUT太陽電池シンポジウム」等の教育・研究成果発表

会が立ち上がった。

９ 戦略的・意欲的な計画の取組状況

【3機関（長岡技術科学大学，豊橋技術科学大学，国立高等専門学校機構）が連携・協働した教

育改革－世界で活躍し，イノベーションを起こす実践的技術者の育成－】

［体制］

（１）本事業実施のため，三機関で設置した教育改革推進室の下で，海外キャンパス共同設置準

備室，海外展開検討部会，FD 等検討部会，カリキュラム検討部会，イノベーション産学官融

合キャンパス構想検討部会及び高等専門学校教育高度化推進室を設置し，グローバル指向人材

育成及びイノベーション指向人材育成関連事業に関する三機関の連携・調整に関する体制を整

備した。

（２）本事業の目的である「三機関が連携・協働することにより，教育機能をさらに進化させ，

世界で活躍し，イノベーションを起こす実践的技術者育成」を広く社会に公表するため，平成

25年10月17日に三機関連携・協働教育改革事業シンポジウム「グローバル化時代に求められる

実践的技術者像」と題してシンポジウムを開催した。

（３）本事業に対する助言・提言を行うため，三機関の長及び外部有識者を構成員とする技術科

学教育研究推進協議会を設置し，平成26年3月19日に開催した。

［グローバル指向人材育成］

（１）グローバル工学教育推進機構の設置

・グローバル指向人材育成事業の実施の中心となる「グローバル工学教育推進機構」を豊橋技

術科学大学に設置（平成25年10月1日）し，本機構を構成する2つのセンター（国際協力センタ

ー，国際教育センター）の運営協議会に，国立高等専門学校機構及び長岡技術科学大学のメン

バーが参画する体制を整えた。

（２）教員FD・職員SD研修の事前調査

・平成26年度からの教員 FD 事業本格実施に向け，派遣先大学(ニューヨーク市立大学クイー

ンズ校)との協議，教員の先行派遣及び中期3名(4週間程度)，短期55名(1週間程度)の高専教員

海外派遣，研修調査等を実施した。これらの活動を踏まえ，派遣教員の教育研究能力の向上と

ともに，三機関が連携した長期教員グローバル FD 事業のプログラム設計を行った。

・豊橋技術科学大学では，職員SD事業として，マレーシア・ペナンへ若手職員を試行的に短期

間(8日間:H26.1-2月の期間)派遣した。

（３）海外インターンシップ先の調査

・海外実務訓練として，豊橋技術科学大学の学部学生をマレーシア・ペナンに21名を派遣(H26.

1-2月)した。多国籍企業，現地企業における海外での実務訓練を通じ，今後の教育研究プログ

ラムとして実務訓練事業を展開していく上での課題を抽出した。

（４）海外拠点の設置等

・海外教育拠点(マレーシア・ペナン校)を新たに設置(H25.12.4)し，既存の三機関が設置する

海外事務所と合わせ，海外におけるグローバル事業展開における三機関連携の基盤を整えた。

新たに設置した海外拠点・事務所等を活用したグローバル事業を展開していくため，現地大学

等との連携・協力事業を進めた。

（５）合同同窓会の実施

・海外教育拠点(マレーシア・ペナン校)開設の機会を利用して，豊橋技術科学大学に留学した

卒業生の会合を開催するとともに，次年度以降の三機関合同の同窓会実施に向けた準備を行っ

た。



- 9 -

［共同設置する海外キャンパスを活用した共同教育人材育成］

（１）マレーシア・ペナンの海外教育拠点を新たに設置した。今後，海外における拠点・事務所

での活動を通じた知見を共有し，三機関が連携・協力した人材育成事業の具体的な展開，方策

等についての検討を行う基盤を整えた。

10「今後の国立大学の機能強化に向けての考え方」を踏まえた取組状況

① ガバナンス機能の強化，学長のリーダーシップの発揮

（１）これまでの，学長，理事・副学長，副学長，学長補佐で構成する「大学運営会議」の構成

員の一部を見直しなど，更に機動的な執行部体制を整備することを継続して検討した。

（２）引き続き，学長を補佐する理事・副学長，副学長，学長補佐を，学長が特に必要と認めた

事業等に関して重点的に取り組むために設置した本部，室，又は核となる委員会の委員長若し

くは副委員長に配置することによって，学長の意思が反映できる体制をとっている。

（３）教育研究の重要な方針を教育研究評議会で審議し，教授会(代議員会)では，教育課程の編

成，学生の処分，人事の選考等を審議することとし，役割を明確にすることにより，迅速な意

思決定を行える体制をとっている。

（４）役員会の下に，全学の視点で計画的，戦略的な人事を行う「人事委員会」に加え，新たに

研究戦略を企画する「研究戦略企画会議」を設置し，学長がリーダーシップを発揮し，迅速な

意思決定が行える体制を更に充実させた。

（５）学長がリーダーシップを発揮した戦略的な人員配置，予算の弾力的措置及びスペース有効

活用の促進を実施している。

② 社会の変化に対応できる教育研究組織づくり，理工系人材の戦略的育成

（１）社会に対応した学部・大学院を平成22年度に再編し，学部が学年進行が終了する平成25年

度に教育課程，組織について検証を行った。

（２）博士課程教育リーディングプログラムの採択を受け，教育カリキュラムを検討し，ブレイ

ン情報アーキテクト教育プログラムとして次年度から実施することを決定し，博士前期課程及

び博士後期課程の連続性，グローバル化を踏まえたカリキュラムの改善を図った。

（３）研究大学強化推進事業の採択を受け，従前の産学連携推進本部，研究戦略室及び技術支援

に係る組織・機能を展開的に整理・統合して「研究推進アドミニストレーションセンター」を

設置し，競争的資金等に関する情報収集，分析し，具体の施策の検討を開始した。

③ 人事・給与システムの弾力化

（１）従前から年俸制教員として採用している特任教員の他，新たに研究大学強化促進事業（平

成25年～）に関わる新規採用教職員（特別招聘教授，特定教員，URA等）を特定職員として指

定した。特定職員就業規則を制定し，平成26年4月採用の新年俸制職員を新たに6名決定した。

（２）承継職員については，26年度中に年俸制を導入する方向で検討を開始した。

「Ⅱ 基本情報」

１ 目標

豊橋技術科学大学は技術科学に関する教育と研究を通して社会に貢献することを使命とする。

この使命のもとで本学は主に高等専門学校卒業生を受け入れ，豊かな人間性と国際的視野を持つ

実践的創造的かつ指導的技術者を養成するとともに，国際競争力のある先端技術の開発研究を推

進し，我が国の社会，特に産業界の活力の創出に貢献してきた。

本学は，天然資源に乏しい日本の繁栄には高度な技術力とそれを担う優れた人材が不可欠であ

るとの認識を堅持しつつ，環境・エネルギー問題など地球規模の諸問題の中で求められる新たな

持続的発展型社会の構築を見据え，その中で本学が果たすべき役割を考察し，第Ⅱ期中期目標・

中期計画を設定する。具体的には以下の課題を中心に活動を進める。

[教育]

・社会の変化に対応した課程の再編を行い，我が国の産業力の核となる基幹課程の充実と，新た
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な持続的発展社会の構築に対応する課程を整備し，現在から未来を見据えた新たな教育組織を整

備する。

・本学入学者の大半を占める高等専門学校卒業生の教育の強化のため大学院教育に重点を置き，

レベルの高い基礎科学・教養教育とその上に立った実践的専門・技術教育を交互に進める「らせ

ん型」教育を学部・大学院一貫で実施する。

[研究]

・これまで培った先端技術の開発研究を一段と強化し，国際的な研究拠点の形成を目指すととも

に，持続的発展社会の構築に求められる先導的技術科学研究を推進する。

・本学の特色ある技術科学研究と医学，農学，人文社会学など異分野との連携・融合を図り，技

術科学の新たな融合領域の開拓を目指す。

[国際展開]

・国際戦略本部のもとで，留学生の受け入れ・研修，日本人学生の海外研修・実務訓練，国際共

同研究・人材交流などの国際交流に関連する活動の連携体制を強化し，世界に開かれた大学への

展開を推進する。

[社会貢献]

・産学連携推進本部のもとで産業界との連携を強化し，実践的な技術開発共同研究や技術移転を

推進する。

・地域自治体，企業との連携を積極的に進め，大学の持つ「知」が地域社会の活性化につながる

主体的な取り組みを推進する。

２ 業務内容

（１） 教育研究

① 高等専門学校卒業生を3年次に受け入れ，高等専門学校の実践的教育を基礎として，その

上にレベルの高い基礎科学，人文・社会科学を教育し，さらに高い専門教育を与える「らせ

ん型」教育を行う。

② 普通高校，工業高校の卒業生を1年次に受け入れ，早い時期に技術に触れさせ技術に興味

を持ちかつ科学的思考力を持つ学生を育成する。

③ 大学院に重点を置き，産業界をはじめとする外部社会との緊密な連携により，社会の要請

に適合した実践的先端的技術科学の教育研究を遂行する。

④ 医学，農学，人文・社会科学等工学以外の分野と工学の融合分野を開拓し技術科学のフロ

ンティアを拡大する。

（２） 国際展開

① 広く社会に向け研究成果を発信するとともに技術移転や技術教育支援を積極的に行う。

② 全世界から留学生を多数受け入れ，また，日本人学生を積極的に海外に派遣することによ

り，国際的に活躍できる指導的技術者を育成する。

（３） 社会貢献

① 豊橋技術科学大学を高等専門学校教員の研究，研修の場とするとともに，社会人の再教育，

継続教育の場として開放する。

② 産学連携，地域連携を積極的に進め，社会及び地域に対し開かれた大学とする。

３ 沿革

1976.10. 1 豊橋技術科学大学開学

1978. 4. 1 語学センター設置

1979. 4. 1 体育・保健センター設置

1980. 4. 1 大学院工学研究科修士課程設置，技術開発センター設置

1981. 4. 1 分析計測センター，計算機センター，廃棄物処理施設設置

1982. 4. 1 工作センター設置

1986. 4. 1 大学院工学研究科博士後期課程 材料システム工学専攻及び
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大学院工学研究科博士後期課程 システム情報工学専攻設置

1987. 4. 1 大学院工学研究科博士後期課程 総合エネルギー工学専攻設置

1988. 4. 1 知識情報工学課程設置

1991. 4. 1 大学院工学研究科修士課程 知識情報工学専攻設置

1993. 4. 1 エコロジー工学課程設置

1995. 4. 1 大学院工学研究科博士後期課程を再編成し，機械・構造システム工学専攻設置

機能材料工学専攻，電子・情報工学専攻，環境・生命工学専攻設置

1996. 4. 1 エネルギー工学課程，エネルギー工学専攻をそれぞれ機械システム

工学課程，機械システム工学専攻に改称 マルチメディアセンター設置

1997. 4. 1 大学院工学研究科修士課程エコロジー工学専攻設置

1998. 4. 1 未来技術流動研究センター設置(2010.3.31まで)

2001. 4. 1 工学教育国際協力研究センター設置

2002. 4. 1 留学生センター設置

2002. 9.25 ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー設置

2004. 3.10 インキュベーション施設設置

2004. 4. 1 国立大学法人豊橋技術科学大学設立

2004.12. 1 未来ビークルリサーチセンター設置

2005. 4. 1 技術開発センター，分析計測センター，工作センターを統合し，

研究基盤センターに再編

情報処理センター，マルチメディアセンターを統合し，

情報メディア基盤センターに再編

インテリジェントセンシングシステムリサーチセンター，地域協働まちづくりリ

サーチセンター，未来環境エコデザインリサーチセンター設置(2008.3.31まで)

2006.10. 1 先端農業・バイオリサーチセンター設置

先端フォトニック情報メモリリサーチセンター設置

2006.12. 1 メディア科学リサーチセンター設置(2009.11.30まで)

2009.10. 1 先端フォトニック情報メモリリサーチセンターをナノフォトニクス情報テクノロ

ジーリサーチセンターに改編

2009.12. 1 エレクトロニクス先端融合研究センター設置(2010.9.30まで)

2010. 4. 1 工学部，大学院工学研究科博士前期課程を再編

語学センターと留学生センターを統合し，国際交流センターに再編

人間・ロボット共生リサーチセンター設置

2010.10. 1 エレクトロニクス先端融合研究所設置

2011. 4. 1 未来ビークルリサーチセンターを未来ビークルシティリサーチセンターに名称

変更，地域協働まちづくりリサーチセンターを安全安心地域共創リサーチセン

ターに改組

2012. 4. 1 大学院工学研究科博士後期課程を再編

４ 設立根拠法

国立大学法人法（平成15年法律第112号）

５ 主務大臣（主務省所管局課）

文部科学大臣（文部科学省高等教育局国立大学法人支援課）

６ 組織図

別紙のとおり

７ 所在地

愛知県豊橋市

８ 資本金の状況

18,443,901,530円（全額 政府出資）
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９ 学生の状況

総学生数 ２，１９４人

学部学生 １，１９４人

修士課程 ８８６人

博士課程 １１４人

10 役員の状況

役員の定数は，国立大学法人法第10条により，学長１人，理事３人，監事２人。

任期は国立大学法人法第15条の規定及び国立大学法人豊橋技術科学大学組織通則の定めるとこ

ろによる。

役職 氏名 就任年月日 経歴

学 長 榊 佳之 平成20年4月1日 昭和52年 9月 九州大学講師

～平成26年3月31日 昭和56年 7月 九州大学助教授

昭和60年12月 九州大学教授

平成 3年 4月 東京大学教授

平成16年 3月 東京大学定年退官

平成16年 4月 独立行政法人理化学研究所横

浜研究所ゲノム科学総合研究

センター長

平成20年 3月 独立行政法人理化学研究所横

浜研究所ゲノム科学総合研究

センター長退職

理 事 稲垣康善 平成20年4月1日 昭和42年 4月 名古屋大学助手

副学長 ～平成26年3月31日 昭和42年10月 名古屋大学講師

(総括担当) 昭和45年 4月 名古屋大学助教授

昭和52年 8月 三重大学教授

昭和56年 1月 名古屋大学教授

平成15年 3月 名古屋大学定年退官

平成15年 4月 愛知県立大学教授

平成19年 4月 愛知工業大学教授

平成20年 3月 愛知工業大学教授退職

理 事 神野清勝 平成20年4月1日 昭和53年 4月 豊橋技術科学大学助教授

副学長 ～平成26年3月31日 平成 2年 5月 豊橋技術科学大学教授

(教育担当) 平成20年 3月 豊橋技術科学大学教授退職

理 事 鈴木章文 平成25年4月1日 昭和53年 3月 国文学研究資料館採用

事務局長 ～平成26年3月31日 昭和57年10月 文部省学術国際局企画連絡課

（経営担当） 平成元年 4月 文部省学術国際局研究助成課

平成 6年 4月 放送大学学園放送部企画管理

課課長補佐

平成 9年 4月 滋賀医科大学庶務課長

平成10年 4月 文部省学術国際局学術課学術

政策室室長補佐

平成11年 7月 文部省学術国際局研究助成課

課補佐

平成13年 4月 内閣府（総合科学技術会議）

参事官補佐

平成14年 4月 文部科学省科学技術・学術政

策局政策課課長補佐

平成15年 7月 文部科学省研究開発局海洋地

球課企画官心得

平成16年 4月 独立行政法人日本学術振興会
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研究事業部研究事業課長

平成18年 4月 独立行政法人日本学術振興会

学術システム研究センター参

事

平成19年 4月 千葉大学学術国際部長

平成21年 4月 人間文化研究機構国立国語研

究所設置準備室次長

平成21年10月 人間文化研究機構国立国語研

究所管理部長

平成24年 4月 千葉大学事務局付部長・副理

事

平成25年 4月 豊橋技術科学大学理事・事務

局長

監事(非常勤) 水谷 惟恭 平成22年4月1日 昭和45年 4月 東京工業大学助手

（業務担当） ～平成26年3月31日 昭和50年 8月 東京工業大学助教授

昭和62年12月 東京工業大学教授

平成17年 3月 東京工業大学定年退職

平成18年 4月 東京工業高等専門学校長

平成22年 4月 豊橋技術科学大学監事

(非常勤)(業務担当)

監事(非常勤) 石川 百代 平成22年4月1日 平成元年 6月 KPMGﾋﾟｰﾄﾏｰｳｨｯｸ国際会計事務

（財務会計 ～平成26年3月31日 所

担当） 平成 5年 1月 日本ｼﾞｭｰｽ･ﾀｰﾐﾅﾙ(株)入社

平成13年 7月 日本ｼﾞｭｰｽ･ﾀｰﾐﾅﾙ(株)代表取締

役社長

平成17年 4月 (社)日本果汁協会監事

平成22年 4月 豊橋技術科学大学監事

(非常勤)(財務会計担当)

11 教職員の状況

教員４２３人（うち常勤２００人，非常勤２２３人）

職員２８２人（うち常勤１３３人，非常勤１４９人）

（常勤教職員の状況）

常勤教職員は前年度比で６人（1.80%）増加しており，平均年齢は45歳（前年度45歳）とな

っている。このうち，国からの出向者は０人，地方公共団体からの出向者は０人，民間からの

出向者は１人である。

「Ⅲ 財務諸表の概要」

（勘定科目の説明については,別紙「財務諸表の科目」を参照。）

１ 貸借対照表（http://www.tut.ac.jp/about/docs/25zaimu.pdf）

（単位：百万円）

資産の部 金 額 負債の部 金 額

固定資産 23,060 固定負債 5,059

有形固定資産 22,904 資産見返負債 4,907

土地 9,639 長期借入金 102

建物 13.937 長期未払金 50

減価償却累計額 △4,985 流動負債 3,247

構築物 554 寄附金債務 678

減価償却累計額 △326 前受受託研究費等 38
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機械装置 167 未払金 2,338

減価償却累計額 △152 その他の流動負債 193

工具器具備品 8,614

減価償却累計額 △5,820 負債合計 8,306

その他の有形固定資産 1,275

純資産の部 金 額

無形固定資産 156

資本金 18,444

政府出資金 18,444

資本剰余金 △729

利益剰余金 38

流動資産 2,999

現金及び預金 2,696 純資産合計 17,753

その他の流動資産 303

資産合計 26,059 負債純資産合計 26,059

２ 損益計算書（http://www.tut.ac.jp/about/docs/25zaimu.pdf）

（単位：百万円）

金 額

経常費用（A） 8,077

業務費 7,668

教育経費 1,356

研究経費 1,631

教育研究支援経費 267

受託研究費 559

受託事業費 18

人件費 3,836

一般管理費 406

財務費用 3

経常収益(B) 7,971

運営費交付金収益 3,567

学生納付金収益 1,350

受託研究等収益 565

受託事業等収益 19

寄附金収益 146

補助金等収益 894

施設費収益 341

その他 0

資産見返負債戻入 832

財務収益 0

雑益 257

臨時損益(C) 0

目的積立金取崩額(D) －
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当期総利益（当期総損失）（B-A+C+D） △105

３ キャッシュ・フロー計算書（http://www.tut.ac.jp/about/docs/25zaimu.pdf）

（単位：百万円）

金 額

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー(A) 1,406

原材料,商品又はサービスの購入による支出 △2,309

人件費支出 △3,616

その他の業務支出 △407

運営費交付金収入 3,579

学生納付金収入 1,208

受託研究等収入 559

受託事業等収入 10

補助金等収入 1,997

寄附金収入 152

その他収入 234

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー(B) △569

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー(C) △39

Ⅳ資金に係る換算差額(D) －

Ⅴ資金増加額（又は減少額）（E=A+B+C+D） 798

Ⅵ資金期首残高(F) 1,868

Ⅶ資金期末残高（G=F+E） 2,666

４ 国立大学法人等業務実施コスト計算書(http://www.tut.ac.jp/about/docs/25zaimu.pdf)

（単位：百万円）

金 額

Ⅰ業務費用 5,660

（１）損益計算書上の費用 8,081

（２）（控除）自己収入等 △2,421

Ⅱ損益外減価償却相当額 529

Ⅲ損益外除売却差額相当額 0

Ⅳ引当外賞与増加見積額 13

Ⅴ引当外退職給付増加見積額 △379

Ⅵ機会費用 143

Ⅶ（控除）国庫納付額 －

Ⅷ国立大学法人等業務実施コスト 5,966



- 16 -

５ 財務情報

（１）財務諸表の概況

① 主要な財務データの分析（内訳・増減理由）

ア．貸借対照表関係

（資産合計）

平成25年度末現在の資産合計は前年度比2,078百万円(8.67％)(以下，特に断らない限り

前年度比・合計）増の26,059百万円となっている。

主な増加要因としては,補助金や施設整備費による設備購入などにより，建物が467百万

円（5.50%）増の8,953百万円なったこと，工具器具備品が731百万円（35.44%）増の2,794

百万円になったこと，期末保有資金の増加などにより，現金及び預金が728百万（37.01%）

増の2,696百万円になったこと，特許権の成立などにより，特許権が17百円（86.83％）増

の36百万円になったことなどが挙げられる。

主な減少要因としては,除却等により，図書が25百万円（1.93％)減の1,263百万円にな

ったことなどが挙げられる。

（負債合計）

平成25年度末現在の負債合計は1,862百万円(28.89％)増の8,306百万円となっている。

主な増加要因としては,補助金や運営費交付金による資産購入時の見合いで計上される

資産見返負債が832百万（20.42%）増の4,907百万円になったこと，期末未払金の増加など

により，未払金が1,472百万円（169.78%）増の2,338百万円になったことなどが挙げられる。

また，主な減少要因としては，退職給付の増加などにより，運営費交付金債務が337百

円（100.00%）減となったことなどが挙げられる。

（純資産合計）

平成25年度末現在の純資産合計は216百万円(1.23％)増の17,753百万円となっている。

主な増加要因としては,施設整備費等による資産購入時の見合いで計上される資本剰余

金が400百万円(35.43％)増の△729百万円となったことなどが挙げられる。

イ．損益計算書関係

（経常費用）

平成25年度の経常費用は1,186百万円(17.21％)増の8,077百万円となっている。

主な増加要因としては，教育経費が，補助金の事業遂行，授業料免除や入学料免除等の

学生支援の拡充等により，623百万円(84.87%)増の1,356百万円となったこと，研究経費が,

研究大学補助金等大型の補助金受入や，機械建設研究棟改修工事などの施設整備などによ

り,157百万円(10.62％)増の1,631百万円になったことなどが挙げられる。

（経常収益）

平成25年度の経常収益は1,048百万円(15.15％)増の7,971百万円となっている。

主な増加要因としては，退職給付の増加により，運営費交付金収益が149百万円(4.36

％)増の3,567百万円になったこと，補助金受入額の大幅な増加により，補助金等収益が603

百万円（207.84%）増の894百万円になったことなどが挙げられる。

（当期総損益）

上記経常損益の状況及び臨時損益を計上した結果，平成25年度の当期総損失は137百万

円 (428.55％)減の△105百万円となっている。

ウ．キャッシュ・フロー計算書関係

（業務活動によるキャッシュ・フロー）

平成25年度の業務活動によるキャッシュ・フローは900百万円（177.74％）増の1,406百

万円となっている。

主な増加要因としては，補助金の受入の増加などにより，補助金等収入が1,538百万円

(334.30％)増の1,997百万円になったことなどが挙げられる。

主な減少要因としては，補助金の事業遂行による執行の増加などにより,原材料，商品

又はサービスの購入による支出が436百万円(23.25％)減の△2,309百万円になったことなど

が挙げられる。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）
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平成25年度の投資活動によるキャッシュ・フローは103百万円(22.06％)減の△569百万

円となっている。

主な減少要因としては，有形固定資産の取得による支出が，958百万円（144.55％）減

の△1,620百万円となったことなどが挙げられる。

主な増加要因としては，施設費による収入が，808百万円（365.09%）増の1,029百万円

となったことなどが挙げられる。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

平成25年度の財務活動によるキャッシュ・フローは，12百万円(43.96％)減の△39百万

円となっている。

エ．国立大学法人等業務実施コスト計算書関係

（国立大学法人等業務実施コスト）

平成25年度の国立大学法人等業務実施コストは859百万円(16.82％)増の5,966百万円と

なっている。

主な増加要因としては，大型の補助金受入などにより，業務費用合計が1,214百万円(27.

29%）増の5,660百万円となったことなどが挙げられる。

(表) 主要財務データの経年表 （単位：百万円）

区分 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 備考

資産合計 24,756 24,559 24,229 23,981 26,059

負債合計 6,188 6,103 6,281 6,444 8,306

純資産合計 18,568 18,456 17,948 17,537 17,753

経常費用 7,274 6,965 7,201 6,891 8,077

経常収益 7,239 7,031 7,238 6,923 7,971

当期総損益 212 66 37 32 △105

業務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 1,469 987 752 506 1,406

投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ △1,534 △1,478 △348 △466 △569

財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ △75 △22 △27 △27 △39

資金期末残高 1,991 1,478 1,855 1,868 2,666

国立大学法人等業務実施ｺｽﾄ 5,471 5,254 5,392 5,107 5,966

（内訳）

業務費用 4,666 4,231 4,622 4,447 5,660

うち損益計算書上の費用 7,278 6,970 7,201 6,906 8,081

うち自己収入 △2,612 △2,739 △2,579 △2,459 △2,421

損益外減価償却相当額 491 541 572 528 529

損益外除売却差額相当額 - 1 0 1 0

引当外賞与増加見積額 △4 △8 △10 △13 13

引当外退職給付増加見積額 △3 191 △39 △9 △379

機会費用 315 298 247 154 143

（控除）国庫納付額 - - - - -

② セグメントの経年比較・分析（内容・増減理由）

当法人は，単一のセグメントによって事業を行っているため，セグメント情報の開示を省略

している。

③ 目的積立金の申請状況及び使用内訳等

平成25年度においては，教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充てるため，78百万円を使

用した。

（２）施設等に係る投資等の状況（重要なもの）

① 当事業年度中に完成した主要施設等

機械建設研究棟等改修工事 293百万円

機械建設研究棟等改修機械設備工事 123百万円
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機械建設研究棟等改修電気設備工事 91百万円

福利施設改修工事 78百万円

構内太陽光発電設備工事 74百万円

機械建設学生実験棟耐震改修その他工事 64百万円

福利施設改修機械設備工事 63百万円

機械建設学生実験棟空調設備改修その他工事 36百万円

福利施設改修電気設備工事 28百万円

機械建設研究棟空調設備改修工事 26百万円

電気情報系実験棟改修工事 24百万円

② 当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充

該当なし

③ 当事業年度中に処分した主要施設等

該当なし

④ 当事業年度において担保に供した施設等

該当なし

（３）予算・決算の概況

以下の予算・決算は，国立大学法人等の運営状況について，国のベースにて表示しているものであ

る。

（単位：百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

区 分

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 差額理由

収入 7,843 10,254 8,498 8,632 7,819 8,281 7,852 7,873 10,003 10,151

運営費交付金 4,293 4,291 4,081 3,889 4,053 4,134 4,168 4,118 3,833 3,915 (注1)

うち補正予算による追加 6 6

施設整備費補助金 420 844 390 390 119 119 224 153 1,178 1,156 (注2)

補助金等収入 303 1,425 729 756 485 594 369 476 1,979 1,980 (注3)

財務経営ｾﾝﾀｰ施設費 28 28 28 33 33 33 33 33 33 33

学生納付金収入 1,242 1,268 1,261 1,307 1,265 1,266 1,257 1,223 1,196 1,208 (注4)

雑収入 179 225 189 225 200 244 212 255 251 257 (注5)

産学連携等研究収入 - -

及び寄附金収入等 1,280 2,023 1,820 2,032 1,664 1,891 1,545 1,615 1,476 1,524 (注6)

長期借入金収入 - - - - - - - - - -

目的積立金取崩 98 150 - - - - 44 - 57 78 (注7)

支出 7,843 9,185 8,498 7,405 7,819 7,063 7,852 6,732 10,003 9,434

業務費 5,025 4,947 5,520 5,123 5,505 5,258 5,668 5,225 5,324 5,445 (注8)

一般管理費 773 776 - - - - - - - -

施設整備費 448 872 418 423 152 152 257 186 1,211 1,189 (注9)

補助金等 303 1,425 729 756 485 594 369 476 1,979 1,980 (注10)

産学連携等研究費

及び寄附金事業等 1,280 1,151 1,820 1,090 1,664 1,046 1,545 832 1,476 807 (注11)

長期借入金償還金 14 14 11 13 13 13 13 13 13 13

収入－支出 0 1,069 0 1,227 0 1,218 0 1,141 0 717

(注1)復興関連事業の措置による前年度からの繰越額の増等により，予算額に比して決算額が82百

万円多額となっている。
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(注2)施設整備費補助金の計画変更により，予算額に比して決算額が22百万円少額となっている。

(注3)予算作成段階では予定していなかった補助金の獲得に努めたこと等により，予算額に比して

決算額が1百万円多額となっている。

(注4)在籍見込者数の増等により，予算額に比して決算額が12百万円多額となっている。

(注5)受託試験料の増等により，予算額に比して決算額が6百万円多額となっている。

(注6)共同研究・受託研究の獲得に努めたことにより，予算額に比して決算額が48百万円多額とな

っている。なお，前期からの繰越額は783百万円である。

(注7)申請を行った平成24年度剰余金における目的積立金が承認されたため，予算額に比して決算

額が21百万円多額となっている。

(注8)(注1)に示した理由等により，予算額に比して決算額が121百万円多額となっている。

(注9)(注2)に示した理由により，予算額に比して決算額が22百万円少額となっている。

(注10)(注3)に示した理由により，予算額に比して決算額が1百万円多額となっている。

(注11)翌年度への繰越により，予算額に比して決算額が669百万円少額となっている。

「Ⅳ 事業の実施状況」

(1) 財源構造の概略等

当法人の経常収益は7,971百万円で，その内訳は，運営費交付金収益3,567百万円（44.74％

（対経常収益比，以下同じ。）），学生納付金収益1,350百万円（16.94％）補助金等収益894百

万円（11.21％），受託研究等収益565百万円（7.09％），その他1,595百万円となっている。

(2) 財務データ等と関連付けた事業説明

当法人は，単一のセグメントによって事業を行っているため，各事業の内容及び成果について

は，「Ⅰ．はじめに」に記載したとおりになっている。

(3) 課題と対処方針等

当法人では，運営費交付金の縮減に対応するため，経費の節減に努めるとともに外部資金，ま

た自己収入の獲得に努めている。

外部資金の確保のため，競争的資金に関する情報を研究戦略ニュース，メール，ホームページ

で提供するとともに，科学研究費補助金・外部資金説明会の開催，科研費アドバイザーによる指

導等，外部資金獲得に向けた取組を引き続き実施した。さらに，研究大学強化促進事業の採択を

受け，従来の産学連携推進本部，研究戦略室及び技術支援に係る組織・機能を発展的に整理・統

合して「研究推進アドミニストレーションセンター(RAC)」を設置し，外部資金等獲得のための

情報収集，分析及び方策の検討を開始した。

自己収入の増加のため，高等専門学校・高校への学校訪問をはじめとした各種入学希望者増加

対策の継続的な実施，学生相談などの各種取組みにより，安定した学生納付金収入の確保を図っ

た。

また，効率的な知的財産・産学連携情報の発信などの取組みにより，各種の自己収入増加を図

っている。さらに，定期預金等の金融商品により，安全確実な資金運用を行っている他，平成25

年度より，東海地区大学事務連携ネットワークにより，東海地区8大学で共同運用を開始し，本

学単独で資金運用をする場合と比較し，運用総額が大きくなることからスケールメリットが生ま

れ，高い金利による運用により，運用益は昨年度の２倍以上となった。

経費の節減として，物品の再利用の促進及び複写機，電力等の契約方法の見直しを行うことに

より，経費の削減を行うとともに，平成24年度より実施している東海地区大学事務連携ネットワ

ークによるPPC用紙の共同購入により，契約単価の大幅減（A4単価で導入前と比較し821.1円減

1,890円→1,068.9円）を実現した。また，執行状況及び執行見込調査を実施し，詳細を把握しつ

つ，学内補正予算策定時に反映するなど，管理的経費の支出予算の見直しを行った。

さらに，水道料金経費削減の方策として，民間業者と10年間の「地下水浄化サービス事業」の

請負契約を平成24年度に締結した。これにより，初期投資をかけずにシステムを導入し，水道料

金の削減(導入以前と比較し年間約9百万円減)を達成した。このことは，今後も長期間にわた

り，管理費の抑制において顕著な効果を実現するものである。

施設・設備の整備については，機械建設学生実験棟耐震改修事業などの昨年度から継続して行
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っている事業を遂行した他，老朽対策等基盤整備事業及び災害復旧事業等として，機械建設学生

実験棟耐震改修工事，機械建設学生実験棟耐震改修電気設備工事，機械建設学生実験棟耐震改修

機械設備工事，基幹整備（屋外電気設備等）工事，基幹整備（排水設備等）工事などといった各

種改修工事を実施した。さらに，学生支援などを目的として福利施設の改修工事を行うなどの成

果をあげている。

さらに，運営費交付金に係る収益化において，平成24年度に業務達成基準を採用した，機械建

設研究実験棟空調設備整備事業を完了させるなど，当法人の運営上重要な業務を，より効率的か

つ効果的な予算管理，並びに，事業の達成状況をより明確な説明を可能とするため，業務達成基

準を採用している。

「Ⅴ その他の事業に関する事項」

１ 予算，収支計画及び資金計画

（１）予算

決算報告書参照(http://www.tut.ac.jp/about/docs/24kessan.pdf)

（２）収支計画

年度計画及び財務諸表（損益計算書）参照

(http://www.tut.ac.jp/about/24nendokeikaku_henko.pdf)

(http://www.tut.ac.jp/about/docs/24zaimu.pdf)

（３）資金計画

年度計画及び財務諸表（キャッシュ・フロー計算書）参照

(http://www.tut.ac.jp/about/24nendokeikaku_henko.pdf)

(http://www.tut.ac.jp/about/docs/24zaimu.pdf)

２ 短期借入れの概要

該当なし

３ 運営費交付金債務及び当期振替額の明細

（１）運営費交付金債務の増減額の明細

（単位：百万円）

当 期 振 替 額

期首 当 期 資産見返 建 設 仮

交付年度 残高 交付金 運営費交 運 営 費 勘定見返 資 本 小 計 期末残高

付金収益 交 付 金 運 営 費 剰余金

交 付 金

平成23年度 23 - 23 - - - 23 -

平成24年度 314 - 200 113 - - 314 -

平成25年度 - 3,579 3,342 236 - - 3,579 -

計 337 3,579 3,566 349 - - 3,915 -

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細

① 平成23年度分

（単位：百万円）

区分 金額 内訳

費用進行基準 運営費交付 23 ①費用進行基準を採用した事業等：

による振替額 金収益 ・退職手当：23

②当該業務に関する損益等

資産見返運 － ｱ)損益計算書に計上した費用の額：23(人件費：23）

営費交付金 ｲ)自己収入に係る収益計上額：－

ｳ)固定資産の取得額：－
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資本剰余金 － ③運営費交付金振替額の積算根拠

・費用進行に伴い支出した運営費交付金債務23百万円

計 23 を収益化。

国立大学法人 － 該当なし

会計基準第78

第3項による振

替額

合計 23

② 平成24年度分

（単位：百万円）

区分 金額 内訳

業務達成基準 運営費交付 5 ①業務達成基準を採用した事業等：

による振替額 金収益 ｱ)学内プロジェクト事業

・D2棟空調工事

資産見返運 30 ②当該業務に関する損益等

営費交付金 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：5

（研究経費：5）

資本剰余金 － ｲ)自己収入に係る収益計上額：－

ｳ)固定資産の取得額：建物附属設備30

③運営費交付金振替額の積算根拠

計 35 ・D2棟空調工事については当初計画に対して十分な

成果を上げたと認められることから，資見返運営費交

付金への振替額を除き，運営費交付金債務を収益化。

費用進行基準 運営費交付 196 ①費用進行基準を採用した事業等：

による振替額 金収益 ・退職手当：193

・太陽光蓄電システムの整備：86

資産見返運 83 ②当該業務に関する損益等

営費交付金 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：196(人件費：193，研

究経費：2）

資本剰余金 － ｲ)自己収入に係る収益計上額：－

ｳ)固定資産の取得額：83

計 279 ③運営費交付金振替額の積算根拠

・費用進行に伴い支出した運営費交付金債務279百万円

を収益化。

国立大学法人 － 該当なし

会計基準第78

第3項による振

替額

合計 314

③ 平成25年度分

（単位：百万円）

区分 金額 内訳

業務達成基準 運営費交付 300 ①業務達成基準を採用した事業等：

による振替額 金収益 ｱ)文部科学省特別経費

・大学院教育改革による高度専門家養成のためのFDプロ

資産見返運 24 グラム

営費交付金 ・『生命』を軸とした環境工学技術者（生命環境工学技

術者）育成プログラムの実践

資本剰余金 － ・社会の要請に対応する学際的教育推進
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・サステナブルな社会における未来ビークルシティー事業

・地域連携による地震災害軽減技術の充実と普及

・エレクトロニクス先端融合研究拠点の創出

計 324 ・次世代シミュレーション技術者養成プログラムの開発

・超高齢化社会を活性化する次世代介護システム・ステ

ーションの開発

②当該業務に関する損益等

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：300

（人件費：150，教育経費：69，研究経費：58，その他

：23）

ｲ)自己収入に係る収益計上額：－

ｳ)固定資産の取得額：工具器具備品24

③運営費交付金振替額の積算根拠

・社会の要請に対応する学術的教育推進については，平

成27年度に終了する事業であり，平成25年度について

は当初計画に対して，十分な成果を上げたと認められ

ることから，資産見返運営費交付金への振替額を除き

運営費交付金債務を収益化。

・エレクトロニクス先端融合研究拠点の創出について

は，平成27年度に終了する事業であり，平成25年度に

ついては当初計画に対して十分な成果を上げたと認め

られることから，資産見返運営費交付金への振替額を

除き運営費交付金債務を収益化。

・次世代シミュレーション技術者養成プログラムの開発

については，平成28年度に終了する事業であり，平成

25年度については当初計画に対して十分な成果を上げ

たと認められることから，資産見返運営費交付金への

振替額を除き運営費交付金債務を収益化。

・その他の業務達成基準を適用している事業について

は，それぞれの事業等の成果の達成度合い等を勘案

し，費用相当額72百万円を収益化。

期間進行基準 運営費交付 2,907 ①期間進行基準を採用した事業等

による振替額 金収益 ・業務達成基準及び費用進行基準を採用した業務以外の

全ての業務

資産見返運 212 ②当該業務に関する損益等

営費交付金 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：2,907

（人件費：2,880，その他の経費：27）

資本剰余金 － ｲ)自己収入に係る収益計上額：－

ｳ)固定資産の取得額：建物20，建物附属設備35，構築物

7，工具器具備品149

計 3,118 ③運営費交付金振替額の積算根拠

・学生収容定員が一定数（90％）を満たしていたため，

期間進行業務に係る運営費交付金債務を全額収益化。

費用進行基準 運営費交付 136 ①費用進行基準を採用した事業：

による振替額 金収益 ・退職手当：136

②当該業務に関する損益等

資産見返運 － ｱ)損益計算書に計上した費用の額：136

営費交付金 ｲ)自己収入に係る収益計上額：－

ｳ)固定資産の取得額：－

資本剰余金 －

計 136
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国立大学法人 － 該当なし

会計基準第78

第3項による振

替額

合計 3,579

（３）運営費交付金債務の残高の明細

残高がないため，作成していない。
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（別紙）

■財務諸表の科目

１．貸借対照表

有形固定資産・・・・・・土地，建物，構築物等，国立大学法人等が長期にわたって使用する

有形の固定資産。

減損損失累計額・・・・・減損処理（固定資産の使用実績が，取得時に想定した使用計画に比

して著しく低下し，回復の見込みがないと認められる場合等に，当

該固定資産の価額を回収可能サービス価額まで減少させる会計処

理）により資産の価額を減少させた累計額。

減価償却累計額等・・・・減価償却累計額及び減損損失累計額。

その他の有形固定資産・・図書，工具器具備品，車両運搬具等が該当。

その他の固定資産・・・・無形固定資産（特許権等），投資その他の資産（投資有価証券等）

が該当。

現金及び預金・・・・・・現金(通貨及び小切手等の通貨代用証券)と預金（普通預金，当座預

金及び一年以内に満期又は償還日が訪れる定期預金等）の合計額。

その他の流動資産・・・・未収附属病院収入，未収学生納付金収入，医薬品及び診療材料，た

な卸資産等が該当。

資産見返負債・・・・・・運営費交付金等により償却資産を取得した場合，当該償却資産の貸

借対照表計上額と同額を運営費交付金債務等から資産見返負債に振

り替える。計上された資産見返負債については，当該償却資産の減

価償却を行う都度，それと同額を資産見返負債から資産見返戻入

（収益科目）に振り替える。

センター債務負担金・・・旧国立学校特別会計から独立行政法人国立大学財務・経営センター

が承継した財政融資資金借入金で，国立大学法人等が債務を負担す

ることとされた相当額。

長期借入金等・・・・・・事業資金の調達のため国立大学法人等が借り入れた長期借入金，PF

I債務，長期リース債務等が該当。

引当金・・・・・・・・・将来の特定の費用又は損失を当期の費用又は損失として見越し計上

するもの。退職給付引当金等が該当。

運営費交付金債務・・・・国から交付された運営費交付金の未使用相当額。

政府出資金・・・・・・・国からの出資相当額。

資本剰余金・・・・・・・国から交付された施設費等により取得した資産(建物等)等の相当額。

利益剰余金・・・・・・・国立大学法人等の業務に関連して発生した剰余金の累計額。

繰越欠損金・・・・・・・国立大学法人等の業務に関連して発生した欠損金の累計額。

２．損益計算書

業務費・・・・・・・・・国立大学法人等の業務に要した経費。

教育経費・・・・・・・・国立大学法人等の業務として学生等に対し行われる教育に要した経

費。

研究経費・・・・・・・・国立大学法人等の業務として行われる研究に要した経費。

診療経費・・・・・・・・国立大学附属病院における診療報酬の獲得が予定される行為に要し

た経費。

教育研究支援経費・・・・附属図書館，大型計算機センター等の特定の学部等に所属せず，法

人全体の教育及び研究の双方を支援するために設置されている施設

又は組織であって学生及び教員の双方が利用するものの運営に要す

る経費。

人件費・・・・・・・・・国立大学法人等の役員及び教職員の給与，賞与，法定福利費等の経

費。

一般管理費・・・・・・・国立大学法人等の管理その他の業務を行うために要した経費。

財務費用・・・・・・・・支払利息等。

運営費交付金収益・・・・運営費交付金のうち，当期の収益として認識した相当額。

学生納付金収益・・・・・授業料収益，入学料収益，入学検定料収益の合計額。

その他の収益・・・・・・受託研究等収益，寄附金等収益，補助金等収益等。
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臨時損益・・・・・・・・固定資産の売却（除却）損益，災害損失等。

目的積立金取崩額・・・・目的積立金とは，前事業年度以前における剰余金（当期総利益）の

うち，特に教育研究の質の向上に充てることを承認された額のこと

であるが，それから取り崩しを行った額。

３．キャッシュ・フロー計算書

業務活動による・・・・・原材料，商品又はサービスの購入による支出，人件費支出及び運営

キャッシュ・フロー 費交付金収入等の，国立大学法人等の通常の業務の実施に係る資金

の収支状況を表す。

投資活動による・・・・・固定資産や有価証券の取得・売却等による収入・支出等の将来に向

キャッシュ・フロー けた運営基盤の確立のために行われる投資活動に係る資金の収支状

況を表す。

財務活動による・・・・・増減資による資金の収入・支出，債券の発行・償還及び借入れ・返

キャッシュ・フロー 済による収入・支出等，資金の調達及び返済等に係る資金の収支状

況を表す。

資金に係る換算差額・・・外貨建て取引を円換算した場合の差額相当額。

４．国立大学法人等業務実施コスト計算書

国立大学法人等・・・・・国立大学法人等の業務運営に関し，現在又は将来の税財源により負

業務実施コスト 担すべきコスト。

損益計算書上の費用・・・国立大学法人等の業務実施コストのうち，損益計算書上の費用から

学生納付金等の自己収入を控除した相当額。

損益外減価償却相当額・・講堂や実験棟等，当該施設の使用により一般に収益の獲得が予定さ

れない資産の減価償却費相当額。

損益外減損損失相当額・・国立大学法人等が中期計画等で想定した業務を行ったにもかかわら

ず生じた減損損失相当額。

損益外利息費用相当額・・講堂や実験棟等，当該施設の使用により一般に収益の獲得が予定さ

れない資産に係る資産除去債務についての時の経過による調整額。

損益外除売却差額相当額・講堂や実験棟等，当該施設等の使用により一般に収益の獲得が予定

されない資産を売却や除却した場合に生じた帳簿価額との差額相当

額。

引当外賞与増加見積額・・支払財源が運営費交付金であることが明らかと認められる場合の賞

与引当金相当額の増加見積相当額。前事業年度との差額として計上

（当事業年度における引当外賞与引当金見積額の総額は，貸借対照

表に注記）。

引当外退職給付・・・・・財源措置が運営費交付金により行われることが明らかと認められる

増加見積額 場合の退職給付引当金増加見積額。前事業年度との差額として計上

（当事業年度における引当外退職給付引当金見積額の総額は貸借対

照表に注記）。

機会費用・・・・・・・・国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料により賃貸

した場合の本来負担すべき金額等。
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